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１　縮減社会と意思決定
　第32次地方制度調査会に対する諮問が「人

口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎え

る2040年頃から逆算し顕在化する諸課題に対

応する観点から」の検討を求めているように、

高齢化と人口減少によって社会問題の構造自

体が大きく変わり、これまでのさまざまな理

論や思想では十分にその解決を図ることがで

きないという状況への危機感が社会のなかに

広まっているように思われる。典型的にはジョ

ン・ロールズの正義論が将来に向けて増大し

ていく富の再分配を暗黙のうちに問題として

いるように、これまでは人口と経済の拡大、

したがって事後的に補償や修正の可能な分配

が社会の主要な関心対象だっただろう。

　だが縮減社会において生じる負の分配、負

担拡大や行政サービスの減少を誰が引き受け

るかという問題においては、間違った決定を

事後的に修正することも難しくなる。許容限

度を超えた過剰な「痛み」を誰かに押し付け

てしまい、修正しようとしたときにはその相

手がもういないといった事態も想定されるか

らだ。その意味では、1990年代以降の行政改革・

司法改革などを通じて実現した事前規制から

事後規制への転換についても再考する必要が

あるだろう。かつてのように行政が表沙汰に

ならない形での事前指導を駆使するというよ

うな不透明な形態に戻ることは適切でないと

しても、事前の段階で社会的な合意を形成す

ることの重要性は高まってきている。

　そのような変質の重要な要素として指摘で

きるのが、人口の減少と移動である。まず量

的に見れば、国立社会保障・人口問題研究所

の中位推計でも2008年に１億2,808万人のピー

クを迎えた総人口は、2065年に8,808万人に至

るとされる。日本の人口全体が、約半世紀で

３分の２以下へ減少していくということにな

ろう。ここからは無住地域も全国的に拡大す

ることが予想されているが、人口減少により

生活関連サービス・医療機関などが維持不能

になった地域からさらなる人口流出が進む可

能性を考えれば、より問題は深刻になる。さ

らに少子高齢化とは単なる人口減少ではな

く、生産年齢人口が減少し、ケアされる側の

人数に対してケアする側の数が減っていくと

いう変質を意味することに注目する必要もあ

る。高齢化率は2042年にピーク（36.1%）に達

すると予測されているが、そこで生じる介護

ニーズの増加は東京圏が最大になるとも想定

されており、まさに人口の量的・質的変化の

影響からはどこも逃れられないということに

なるだろう。この環境のなかで従来と同じ働

き方を続ければ、現場において日々必要とな

る労働力を投入し続けた結果として、組織・

社会全体の管理・運営や長期の計画・立案な

ど間接的な分野に割くことのできる力が確実

に減っていくということにもなるだろう。

　1993年の地方分権推進決議を受けて進めら

れてきた地方分権改革では、権限移譲によっ

て個々の自治体の自主性・自律性を強化し、
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それぞれの抱える課題に多様かつ自発的な解

決策が講じられることが期待されてきた。そ

れは「ゆとりと豊かさを実感できる社会」へ

の転換、自治体の自律性を強化することで社

会の質的改善を実現する方策だったと考える

ことができる。いわゆる平成の大合併につい

ても、強化された権限を実質的に活用できる

だけの規模と体力を備えるためのものだった

と言えるのではないだろうか。そこにあった

のは、憲法学や法哲学が「強い個人」と呼ん

できたものの似姿である。

２　強い個人モデルとその変容
　近代立憲主義は現実の個々の人間について、

十分な知力と体力を備え、自分の目指す状態

を実現する方策を自分で選び、誤りなく実践

に移すことのできるような自律的主体として

想定した。だからこそ国家による強制的な介

入をできるだけ避け、当事者による幸福と追

求を自由に許すという夜警国家モデルが広く

受け入れられたとも言うことができる。個々

人の自由が幸福を生み出すというマリアー

ジュが、そこでは前提されていた。

　しかし問題は、現実の我ら人間がそこまで

優秀ではないことにある。自分自身の幸福を

十分に配慮して、それが現実化するように適

切かつ確実に振る舞うことが間違いなくでき

るのであれば、おそらく二日酔いや肥満といっ

た現象はこの世に存在しなくなるだろう。現

実の我々はごく限定的な判断能力しか持たず、

個々の判断のために投入できる時間や労力も

限られているために十分に合理的な判断がで

きないということが、典型的にはさまざまな

消費者保護法制が必要になった背景にはある

だろう。

　つまりここに現われているのは「弱い個人」、

自己決定能力やそれを確実に実践する能力に

限界を抱え、何らかのサポートなしにはそれ

を確実に実現することができないような、現

実的な人間像だということになる。個人を対

象とする法制度はこのような現実を認めるこ

とによって、その弱さを適切にサポートし、

自己決定を可能にする環境の整備を目的とす

るようになったのである。

　そして我々は、自治体という組織もまた、

それが担うべき機能と比較した場合に十分な

体力・能力を本当に備えているのか、維持で

きるのかという点に注意すべきなのではない

だろうか。地方分権を進めようとした時点で

想定されていたのは基礎自治体が1,000程度に

統合されること、大雑把に言えば現在の倍程

度の規模を持つことであった。それに基づい

て移譲された権限と対応する財源を、すべて

の基礎自治体が間違いなく備えていると我々

は考えることができるだろうか。

　さらに言えば、平成の大合併は当然ながら

あくまでも当事者たる自治体の合意を前提と

して進められたものであったため、適切なパー

トナーが見つからない自然環境、典型的には

離島部や山間部への対応が困難だったと指摘

することもできる。そして問題は、このよう

に地理的な制約がある地域がおおむね、少子

高齢化と人口減少の影響を強く受ける領域と

重なっているという点にあるはずだ。このよ

うな状況で「弱い個人」、つまり十分な自己決

定能力やそれを実践に移せるだけの経済力・

体力を持たず、適切に対応するためには何ら

かの公的なサポートを必要とするような個人

にある意味で相当するような自治体が生まれ

てきている、あるいは今後生まれてくるので

はないかという問題意識を、我々は持つべき

だろう。

　もちろんここでの「サポート」は非常に広

い概念で、自己決定に対する一定の制約・介

入だけでなく、実質的に十分な自己決定を行

うための情報提供なども含まれる。複雑化・
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多様化した現代社会において、世界のあらゆ

る物事について熟知し単独で十分に理性的な

判断が行える個人など実在しないだろうから、

現代の法制度はある意味で我々全員が「弱い

個人」であり一定のサポートが必要だと想定

している。それと同様に、さきほど指摘した

問題も一部の例外的な自治体だけではなく、

さまざまな市町村が程度の差はあれ直面して

いる課題だとは考えるべきだろう。

３　対応としての自助・共助・公助
　そしてその対応方法は大きく、自助・共助・

公助に分けることができる。医療を例に取れ

ば、個々人が自らの健康状態をチェックし、

典型的には運動習慣を通じてその維持のため

に努力するとか、簡単な不調であればさまざ

まなセルフケアで対応することがまず考えら

れるだろう。しかしこのような自助で対応で

きる範囲を超えた問題、たとえば難病のよう

に医療費も高額になり本人の対応に委ねるに

は過酷であるような場合は治療費に対する公

的補助が制度化されてきた。このように政府・

自治体などの公的主体による支援が公助だと

考えられる。

　そしてこの中間に、それぞれの市民の相互

扶助、助け合いの領域としての共助が存在す

ることになる。たとえば家族はもっとも小さ

な共助の領域であり、体調不良に陥ったメン

バーを看病するとか、普段の家事分担を超え

て支援することが考えられる。これを大規模、

かつ社会的に拡大したものが結社であり、そ

の典型が医療保険だということになるだろう。

　だがポイントは、たしかに共助の基礎的・

本来的な形は個人の自主的・自発的な結合に

あるのだが、たとえば起業が会社法を基礎と

して成立するように公序としての法と無縁で

はなく、さらに環境団体や住民団体・NPOな

ど、従来とは違う社会的課題の拡大に応じて

誕生してきた新たな形態を可能にする枠組も

また、特定非営利活動促進法（1998年）に典

型的なように公的に形成されてきたという点

にある。ここでは、公助の領域が共助の領域

をコーディネートし、必要な場合には財政的

な支援を行うことで共助を活発化させる可能

性が示されていることになるだろう。今回の

地方制度調査会に対する諮問事項である「公・

共・私のベストミックス」という課題は、こ

のように異なるセクターのあいだでの分担を

適切に形成し、コーディネートしていく方法、

そこで「公」としての行政が担うべき役割に

ついて検討すべきことを示しているのではな

いだろうか。

　これを自治体を単位とする課題解決に対応

させるならば、すでに述べたとおり、自治体

間の水平的な連携としての共助（一部事務組

合・広域連合の活用、情報システムの共用化

など）、事務委託などの垂直連携によって個々

の市町村に直接的な支援を行うことに加え、

水平連携の環境を整え必要なら支援を提供し

ていくような公助の存在を想定することがで

きるだろう。さきほど指摘したように自助の

限界、「弱い個人」と共通するような制約を個々

の自治体が免れ得ないとすれば、そこで残さ

れた課題に公助と共助によってどのように対

応していくかということが問われるだろうし、

それが地方制度調査会への諮問事項のうち「圏

域における地方公共団体の協力関係」という

課題だということになるのではないだろうか。

４　自治体の個性と地方自治の本旨
　そして、このように垂直・水平での連携協

力が不可欠な時代を迎えるからこそ、そもそ

も自治とはどういうことなのか、自治体とし

ての個性とは何か、それぞれの自治体は独自

性として何を守るべきなのかという問題、憲

法第92条に規定されている「地方自治の本旨」
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とは何であったかという問題に、我々は立ち

返る必要がある。さまざまな自治体に現に違

いがある、たとえば人口の多い自治体と少な

い自治体、海のある自治体とない自治体、裕

福な自治体と財源の限られた自治体が存在す

るという現実それ自体
0 0 0 0

が保護され促進される

べき多様性だと、我々は考えないだろう。少

なくとも自治体間の財政力の格差を是正され

るべき差異と考えることなしには、財政調整

制度自体が正当化できないことになるはずだ。

事実としての違い
0 0

のすべてが保護すべき多様

性なのではなく、一定の規範的な意義のある、

「地方自治の本旨」に沿った差異を、各自治体

がその自律性を発揮することによって形作っ

ていくことが必要になるはずなのである。

　たとえば行政の内容と形式、実現されるべ

き目標や優先順位という行政の内容それ自体

の問題と、それを実現する手続きに存在する

形式的な差異という問題は、混同されるべき

ではないだろう。たとえば隣の自治体とのあ

いだで申請様式が違うことは、保護に値すべ

き差異なのだろうか。そもそもその仕事は、

ある特定の自治体で実現しなくてはならない

ものなのだろうか。たとえばある仕事を近隣

自治体と共同で実施するためにさまざまな様

式や情報の記録・共有の方法を統一していく

として、それによって失われるものは何であ

り、それはそれぞれの自治体が本当に大事だ

と思っている個性なのだろうか。

　こういった問題の検討を通じて、これから

の自治体の本来的な任務がどこにあるのか、

一定の行政サービスを住民に提供するサービ

ス・プロバイダーとして間違いなく守るべき

場所と、内容の実現それ自体をNPOや住民組

織に委ねつつもその基盤構築を担い不正や不

当処理が発生しないようチェックするプラッ

トフォーム・ビルダーとして活動すべき場所

もまた、明らかになってくるだろうと思われる。

　少子高齢化社会の到来と人口減少という逃

れようのない明確な危機を前にしているいま

だからこそ、それをどのように乗り越えるこ

とができるのか、そこで求められる地方自治・

行政・自治体の役割は何かという本質論
0 0 0

に立

ち返ることにより、地方自治の本旨が意味す

る内容を明らかにしていくべきなのではない

だろうか。
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